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別記様式第２号 別添 

 

浜の活力再生プラン 
（第２期） 

 

組織名 広田湾漁協地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 砂田 光保（広田湾漁業協同組合 代表理事組合長） 

 

１ 地域水産業再生委員会 

再生委員会の構成員 広田湾漁業協同組合、陸前高田市農林水産部水産課 

オブザーバー 
岩手県（沿岸広域振興局大船渡水産振興センター、農林水産部水産振興課）、 

岩手県漁業協同組合連合会 

 

 

対象となる地域の範

囲及び漁業の種類 

１ 対象となる地域の範囲 岩手県陸前高田市 

 

  

２ 漁業の種類 

(1) 漁船漁業（510人） 

  ア 定置漁業（4か統） 

イ 定置漁業を除く（506人） 

いか釣漁業、さんま棒受網漁業、船びき網（イサダ）漁業、かご漁業、 

刺網漁業    

(2) 養殖漁業（133人） 

ホタテガイ養殖、カキ養殖、ワカメ養殖、エゾイシカゲガイ養殖 

 

※ 人数については、漁業種毎の漁業者を合計したものであり、組合員数とは一致し

ない(H30.3.31現在)。 
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項 目 計 
広田湾漁協 

広田支所 小友支所 米崎支所 気仙支所 

漁船漁業計 510  317  48  43  102  

  定置漁業 4  4        

  小計（定置漁業除く） 506  313  48  43  102  

  いか釣漁業 1      1    

  さんま棒受網漁業 5  4  1      

  船びき網漁業 35  25 2  1  7  

  かご漁業 273  155  28  26  64  

  刺網漁業 192  129  17  15  31  

養殖漁業計 133 70  22  20  21  

  ホタテガイ 24  17  1  6   

  カキ 44  17  9  9  9  

  
ワカメ 51  33  11  0  7  

イシカゲガイ 14 3 1 5 5 

組合員数 1,307 736 123 107 341 

 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等  

 当地域は、岩手県沿岸南端の陸前高田市にあり、沖合域は黒潮と親潮が交錯する三陸漁場という国内屈指の

好漁場への近接性を活かした漁船漁業、近海域では定置漁業やイカ釣り、かご・刺し網などの漁船漁業が営ま

れている。また、沿岸域ではリアス式海岸の地勢を活かした養殖業及び採介藻漁業等が複合的に営まれ、水産

業を基幹産業として発展してきた。 

しかし、平成23年３月に発生した東日本大震災によって、漁港施設や漁船、養殖施設等の生産基盤のほか、

水産関連施設及び設備が被災するなど、当地域の水産業は壊滅的な被害を受けた。震災による甚大な人的被害

や雇用の場の喪失による人口流出と過疎の加速化や高齢化は、地域経済社会の活力を大きく低下させた。 

このため、漁業協同組合などが中心となって国の補助制度等を活用し、漁船や定置網、養殖施設などの漁業

関係施設の復旧に取り組むとともに、市・県では、漁港・海岸保全施設など生産基盤の復旧を鋭意進めてきた。 

現状では、漁業にあっては水揚額の減少、燃油をはじめとする経費の高止まり、後継者不足など、また、水

産流通加工業においては産地及び魚市場間の競合、原材料価格の高騰、高度衛生品質管理への対応、魚食離れ

など、多くの問題に直面している。 

更に、近年は貝毒によるホタテガイ等の出荷規制の長期化、秋サケの漁獲不振やクロマグロ資源管理への対

応など、当地区の水産業を取り巻く環境は一層厳しさを増している。 

 

（２）その他の関連する現状等 

市では、震災後の情勢及び漁場環境等の変化に対応した経営基盤の強化、流通加工業との連携及び資源管理

型漁業の振興を推進するため、これらを水産振興の基本施策とした「陸前高田市まちづくり総合計画」（Ｈ31

～Ｈ40）の策定に取り組んでいる。 
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３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題  

 

 

（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

前述の取組により課題となった項目について、以下のとおり対応する。 

１ 漁業経営基盤の強化 

(1) 漁業共済・積立プラス、漁業経営セーフティーネットへの加入促進を継続することにより漁業経営の

安定化を図る(年次による取組に変化は無いが、経費節減効果が大きいため、プラン記載)。 

(2) 燃油削減や省エネ機器の導入に継続して取り組み、経費削減を図るとともに環境にやさしい漁業を推

進する(年次による取組に変化は無いが、経費節減効果が大きいため、プラン記載)。 

(3)  当地域の安定的な収入源として期待される養殖業（ホタテ、カキ、ワカメ等）の生産性向上等に必要

な各種機能の強化を目的に、震災後整備した養殖施設の耐用年数の経過を踏まえつつ、これら養殖施設を

計画的に再整備する（新規のためプラン掲載）。 

２ 資源管理及び漁場改善 

(1) 計画的なサケ稚魚放流を継続する。また、回帰率向上に向け海中飼育を導入し、サケ資源の回復を図

る(年次による変化がないため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず）。 

(2) 「岩手県ヒラメ資源管理計画」を遵守し、継続してヒラメの漁獲制限を行い、資源回復による水揚げ金

額の向上を目指す(年次による変化がないため、「（４）具体的な取組内容」としては記載せず）。 

(3) ホタテガイ養殖安定化のため、地元での稚貝採取に適した海域選定や手法確立等に取り組む（新規のた

めプラン掲載）。 

３ 安心安全で高品質な水産物の供給 

(1) シャーベット氷の導入等により徹底した鮮度管理及び衛生管理を継続するとともにサイズ別や適期出

荷等により付加価値を向上させる。また、需用者の要望に応じた形態での出荷により商品の差別化を図

るとともに、出荷作業の合理化で経営体の労務負担増を抑制する（改善実施のためプラン掲載）。 

(2)  安全安心かつ高品質なものとしての「広田湾ブランド」の認知度向上を図るとともに、商標登録を実

現し、知名度向上に取り組む（改善実施のためプラン掲載）。 

(3)  仙台や首都圏等のバイヤーやインターネットを活用した全国の消費者との直接的な交流を継続し、販

路拡大の取り組みを強化する（改善実施のためプラン掲載）。 

(4) 「広田湾大漁まつり」を継続するとともに、平成31年8月開設予定の陸前高田道の駅内に産直ブース

を開設し、地産地消を促進する（改善実施のためプラン掲載）。 

(5)「たから探し」「たから創り」を継続し、安全で良質な商品開発を推進する（改善実施のためプラン掲載）。 

(6) 定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲの刺突痕による品質低下等を防止するため、クラゲポン

プを活用して洋上駆除を行う。  

４ 人材の育成、確保 

 (1)平成30年度に設置された陸前高田市漁業就業者育成協議会を通じ、後継者及び漁業従事者の担い手 

人材の確保を図る（新規のためプラン掲載）。 

(2)新規参入やＵターン者への漁業への加入活動を強化する（改善実施のためプラン掲載）。 
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（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置  

漁獲努力量の削減・維持の担保措置として次の項目に取り組み、遵守する。 

・資源管理計画に基づく自主的資源管理措置の実施による資源保護への取組 

・資源管理の徹底及び岩手県資源管理指針の遵守 

・海洋生物資源の保存及び管理に関する法律、岩手県漁業調整規則の遵守。 

・資源量調査による漁獲量の自主的制限の設定 

 

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

１年目（令和元年度）  

以降、以下の取組については、毎年の取組の進捗状況や成果等を踏まえ、段階的に対策範囲を拡大するな

ど、必要に応じた見直しを行いつつ関係者が一丸となって取組む。 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.1％増加させる。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、養殖を対象とした次の取組みに関連して各種機能の強化を図るため、養殖施設

の老朽度合を確認しつつ、施設の整備計画を立案する。 

２ 資源管理及び漁場改善 

（1） ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地元種生産に移行するため、種苗

採集の手法や海域、時期について検討する。 

３ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置網で漁獲した魚種のうち、サバ、マイワシは魚体サイズによる選別出荷により高値 

で取引されることから、サイズ区分について仲買人と定置漁業者代表との間で調整するこ 

とを検討する。 

（2）さんま棒受網漁業においては、①船上においてサイズを基準に分別し、施氷した魚箱に

詰めて鮮度保持した上で、魚箱単位で購入できるよう差別化に取り組む。②個体の鮮度保

持、冷却効果がより高いシャーベット氷の導入を検討するとともに、漁協、魚市場におい

ても施設や機器導入が可能か併せて検討する。 

（3）かご、刺網漁業者は、ヒラメ・カレイ類・タラ等を対象に、漁獲物を魚種、サイズごと

に船上で迅速に選別し、速やかに下氷した魚箱に詰め箱詰出荷を継続する。また、船内生

簀により魚類等の生存率向上に努め、活魚出荷として魚価高と付加価値向上への取り組み

を検討する。 

（4）カキ養殖では、市場価格の安定化を図るため、需要に応じた殻付きカキの注文出荷につ

いて協議する。 

(5) ワカメ養殖では、塩蔵ワカメの芯抜きをすぐ行わず、芯付きのままで冷蔵保管し、芯抜

き作業の自由度を確保する出荷形態（パイロット）を継続するとともに経営体の増加への

取り組みを検討する。 

(6) 漁協は、上記取り組みを着実に推進するため、漁業者や乗組員に対して技術講習会や説

明会を実施する。 

(7) エゾイシカゲガイ養殖漁業者は、エゾイシカゲガイの活出荷が他地域に比較して大きく

優位な地位にあることを踏まえ、消費者や仲買人の要望に沿った新たな規格で出荷するな

ど、更なる優位性と差別化を検討する。また、インターネットなどにより県内外にＰＲ及

び地域団体・GIの商標登録に取り組み知名度の拡大を図る。 

(8) 全漁業者及び漁協は、以上の取り組みを通じて、安全・安心かつ高品質な「広田湾ブラ
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ンド」の確立及び知名度の向上に取り組む。 

(9) 全漁業者及び漁協は、漁業者又は漁協職員の対面販売による物産展（5回）やインター

ネット直販等により、仙台や首都圏等のバイヤー、全国の消費者との直接的な交流を継続

し、販路回復・拡大に取り組む。 

(10) 全漁業者及び漁協は、平成31年8月開設予定の陸前高田道の駅での直販方法等を検討

し、魚食普及、魚価向上に取り組む。 

（11）取引価格の低い物、現状では販売できない物をリストアップする。 

(12) 全漁業者及び漁協は、陸前高田市の夢商店街や県立高田高等学校等と連携した地産地

消への取り組みを行うほか、広田湾海産物の新たな魅力の創造に向け「海のたから探し・

たから創り」にかかる製品販売に取り組む。 

４ 人材の育成、確保 

(1) 漁業後継者及び漁業従事者等担い手人材の確保を図るため、漁業協同組合及び全漁業者

は、陸前高田市漁業就業者育成協議会と連携し、新規就業希望者の受入れと育成に取り組

む。 
(2) 全漁業者及び漁協は、新規就業者の受入を希望する組合員のリストの作成を行う。また、

新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業支援フェアへの積極的な参加等により後

継者、新規就業者の確保・育成に取り組む。 

（3）漁協は、高校卒業生等の漁業への新規参入促進及び後継者の就業意識醸成を図るため、

インターンシップの導入等の試行を検討する。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心に漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入

を促進する。 

（2）全漁業者は、漁船の減速走行（1 ノット減、出漁時間 30 分早出）、積載物整理（燃料積

載8割まで）及び船底清掃などへの取組により燃油削減を図る。 

（3）定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度1ノット減速から２

ノット減速）に取り組むことを検討する。 

（4）定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置３漁場の漁獲物を一括して運搬するこ

とを検討する。 

（5）サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の

入手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

（6）全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大してい

る機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要

な情報を提供する。 

２ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲの刺突痕による魚価の下

落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを活

用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 
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２年目（令和２年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.4％増加させる。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、計画に基づき養殖施設を整備し、漁業生産力の向上に取り組む。 

２ 資源管理及び漁場改善 

（1） ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地元種生産に移行するため、種苗

採集の手法や海域、時期について検討する。 

３ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置網で漁獲した魚種のうち、サバ、マイワシは魚体サイズによる選別出荷により高値 

で取引されることから、サイズ区分について仲買人と定置漁業者代表との間で調整するこ 

とを検討する。 

（2）さんま棒受網漁業においては、①船上においてサイズを基準に分別し、施氷した魚箱に

詰めて鮮度保持した上で、魚箱単位で購入できるよう差別化に取り組む。②個体の鮮度保

持、冷却効果がより高いシャーベット氷の導入を検討するとともに、漁協、魚市場におい

ても施設や機器導入が可能か併せて検討する。 

（3）かご、刺網漁業者は、ヒラメ・カレイ類・タラ等を対象に、漁獲物を魚種、サイズごと

に船上で迅速に選別し、速やかに下氷した魚箱に詰め箱詰出荷を継続する。また、船内生

簀により魚類等の生存率向上に努め、活魚出荷として魚価高と付加価値向上への取り組み

を検討する。 

（4）カキ養殖では、市場価格の安定化を図るため、需要に応じた殻付きカキの注文出荷につ

いて協議する。 

(5) ワカメ養殖では、塩蔵ワカメの芯抜きをすぐ行わず、芯付きのままで冷蔵保管し、芯抜

き作業の自由度を確保する出荷形態（パイロット）を継続するとともに経営体の増加への

取り組みを検討する。 

(6) 漁協は、上記取り組みを着実に推進するため、漁業者や乗組員に対して技術講習会や説

明会を実施する。 

(7) エゾイシカゲガイ養殖漁業者は、エゾイシカゲガイの活出荷が他地域に比較して大きく

優位な地位にあることを踏まえ、消費者や仲買人の要望に沿った新たな規格で出荷するな

ど、更なる優位性と差別化を検討する。また、インターネットなどにより県内外にＰＲ及

び地域団体・GIの商標登録に取り組み知名度の拡大を図る。 

(8) 全漁業者及び漁協は、以上の取り組みを通じて、安全・安心かつ高品質な「広田湾ブラ

ンド」の確立及び知名度の向上に取り組む。 

(9) 全漁業者及び漁協は、漁業者又は漁協職員の対面販売による物産展（5回）やインター

ネット直販等により、仙台や首都圏等のバイヤー、全国の消費者との直接的な交流を継続

し、販路回復・拡大に取り組む。 

(10) 全漁業者及び漁協は、平成31年8月開設予定の陸前高田道の駅での直販方法等を検討

し、魚食普及、魚価向上に取り組む。 

（11）取引価格の低い物、現状では販売できない物の販売方法及び商品開発の検討を行う。 

(12) 全漁業者及び漁協は、陸前高田市の夢商店街や県立高田高等学校等と連携した地産地

消への取り組みを行うほか、広田湾海産物の新たな魅力の創造に向け「海のたから探し・

たから創り」にかかる製品販売に取り組む。 

４ 人材の育成、確保 
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(1) 漁業後継者及び漁業従事者等担い手人材の確保を図るため、漁業協同組合及び全漁業者

は、陸前高田市漁業就業者育成協議会と連携し、新規就業希望者の受入れと育成に取り組

む。 
(2) 全漁業者及び漁協は、新規就業者の受入体制・就業環境（住居、出資金、漁船・漁具な

ど）の整備を検討する。また、新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業支援フェ

アへの積極的な参加等により後継者、新規就業者の確保・育成に取り組む。 

（3）漁協は、高校卒業生等の漁業への新規参入促進及び後継者の就業意識醸成を図るため、

インターンシップの導入等を試行する。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心に漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入

を促進する。 

（2）全漁業者は、漁船の減速走行（1 ノット減、出漁時間 30 分早出）、積載物整理（燃料積

載8割まで）及び船底清掃などへの取組により燃油削減を図る。 

（3）定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度1ノット減速から２

ノット減速）に取組を試行的に行う。 

（4）定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置３漁場の漁獲物を一括して運搬するこ

とを検討する。 

（5）サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の

入手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

（6）全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大してい

る機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要

な情報を提供する。 

２ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲの刺突痕による魚価の下

落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを活

用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 

 

３年目（令和３年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から1.8％増加させる。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、計画に基づき養殖施設を整備し、漁業生産力の向上に取り組む。 

２ 資源管理及び漁場改善 

（1） ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地元種生産に移行するため、種苗

採集の手法や海域、時期について確定し、試行的に取り組む。 

３ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置網で漁獲した魚種のうち、サバ、マイワシは魚体サイズによる選別出荷により高値 

で取引されることから、サイズ区分について仲買人と定置漁業者代表との間で調整する。 
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（2）さんま棒受網漁業においては、①船上においてサイズを基準に分別し、施氷した魚箱に

詰めて鮮度保持した上で、魚箱単位で購入できるよう差別化に取り組む。②個体の鮮度保

持、冷却効果がより高いシャーベット氷の導入を検討するとともに、漁協、魚市場におい

ても施設や機器導入が可能か引き続き検討する。 

（3）かご、刺網漁業者は、ヒラメ・カレイ類・タラ等を対象に、漁獲物を魚種、サイズごと

に船上で迅速に選別し、速やかに下氷した魚箱に詰め箱詰出荷を継続する。また、船内生

簀により魚類等の生存率向上に努め、活魚出荷として魚価高と付加価値向上への取り組む

とともに価格動向を把握する。 

（4）カキ養殖では、市場価格の安定化を図るため、需要に応じた殻付きカキの注文出荷につ

いて引き続き協議する。 

(5) ワカメ養殖では、塩蔵ワカメの芯抜きをすぐ行わず、芯付きのままで冷蔵保管し、芯抜

き作業の自由度を確保する出荷形態（パイロット）を継続するとともに経営体の増加への

取り組む。 

(6) 漁協は、上記取り組みを着実に推進するため、漁業者や乗組員に対して技術講習会や説

明会を実施する。 

(7) エゾイシカゲガイ養殖漁業者は、エゾイシカゲガイの活出荷が他地域に比較して大きく

優位な地位にあることを踏まえ、消費者や仲買人の要望に沿った新たな規格で出荷するな

ど、更なる優位性と差別化を検討する。また、インターネットなどにより県内外にＰＲ及

び地域団体・GIの商標登録に取り組み知名度の拡大を図る。 

(8) 全漁業者及び漁協は、以上の取り組みを通じて、安全・安心かつ高品質な「広田湾ブラ

ンド」の確立及び知名度の向上に取り組む。 

(9) 全漁業者及び漁協は、漁業者又は漁協職員の対面販売による物産展（5回）やインター

ネット直販等により、仙台や首都圏等のバイヤー、全国の消費者との直接的な交流を継続

し、販路回復・拡大に取り組む。 

(10) 全漁業者及び漁協は、平成31年8月開設予定の陸前高田道の駅での直販方法等を検討

し、魚食普及、魚価向上に取り組む。 

（11）取引価格の低い物、現状では販売できない物の販売方法及び商品開発の検討を行う。 

(12) 全漁業者及び漁協は、陸前高田市の夢商店街や県立高田高等学校等と連携した地産地

消への取り組みを行うほか、広田湾海産物の新たな魅力の創造に向け「海のたから探し・

たから創り」にかかる製品販売に取り組む。 

４ 人材の育成、確保 

(1) 漁業後継者及び漁業従事者等担い手人材の確保を図るため、漁業協同組合及び全漁業者

は、陸前高田市漁業就業者育成協議会と連携し、新規就業希望者の受入れと育成に取り組

む。 
(2) 全漁業者及び漁協は、新規就業者の受入体制・就業環境（住居、出資金、漁船・漁具な

ど）の整備を検討する。また、新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業支援フェ

アへの積極的な参加等により後継者、新規就業者の確保・育成に取り組む。 

(3）漁協は、高校卒業生等の漁業への新規参入促進及び後継者の就業意識醸成を図るため、

インターンシップを導入する。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心に漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入

を促進する。 
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（2）全漁業者は、漁船の減速走行（1 ノット減、出漁時間 30 分早出）、積載物整理（燃料積

載8割まで）及び船底清掃などへの取組により燃油削減を図る。 

（3）定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度1ノット減速から２

ノット減速）の取組を試行的に行う。 

（4）定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置３漁場の漁獲物を一括して運搬するこ

とを検討する。 

（5）サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の

入手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

（6）全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大してい

る機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必要

な情報を提供する。 

２ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲの刺突痕による魚価の下

落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを活

用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 

 

４年目（令和４年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から2.1％増加させる。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1） 漁協は、計画に基づき養殖施設を整備し、漁業生産力の向上を図る。 

２ 資源管理及び漁場改善 

（1） ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地元種生産に移行するため、種苗

採集の手法や海域、時期について確定し、試行的に取り組む。 

３ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置網で漁獲した魚種のうち、サバ、マイワシは魚体サイズによる選別出荷により高値 

で取引されることから、サイズ区分について仲買人と定置漁業者代表との間で決定し、試

行的に取り組む。 

（2）さんま棒受網漁業においては、①船上においてサイズを基準に分別し、施氷した魚箱に

詰めて鮮度保持した上で、魚箱単位で購入できるよう差別化に取り組む。②個体の鮮度保

持、冷却効果がより高いシャーベット氷の導入は、設備が整っている漁港においては試行

的に実施する。 

（3）かご、刺網漁業者は、ヒラメ・カレイ類・タラ等を対象に、漁獲物を魚種、サイズごと

に船上で迅速に選別し、速やかに下氷した魚箱に詰め箱詰出荷を継続する。また、船内生

簀により魚類等の生存率向上に努め、活魚出荷として魚価高と付加価値向上への取り組む

とともに価格動向を把握する。 

（4）カキ養殖では、市場価格の安定化を図るため、需要に応じた殻付きカキの注文出荷を

試行的に行う。 

(5) ワカメ養殖では、塩蔵ワカメの芯抜きをすぐ行わず、芯付きのままで冷蔵保管し、芯
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抜き作業の自由度を確保する出荷形態（パイロット）を継続するとともに経営体の増加

について、試行的に取り組む。 

(6) 漁協は、上記取り組みを着実に推進するため、漁業者や乗組員に対して技術講習会や

説明会を実施する。 

(7) エゾイシカゲガイ養殖漁業者は、エゾイシカゲガイの活出荷が他地域に比較して大き

く優位な地位にあることを踏まえ、消費者や仲買人の要望に沿った新たな規格で出荷す

るなど、更なる優位性と差別化を検討する。また、インターネットなどにより県内外に

ＰＲ及び地域団体・GIの商標登録に取り組み知名度の拡大を図る。 

(8) 全漁業者及び漁協は、以上の取り組みを通じて、安全・安心かつ高品質な「広田湾ブ

ランド」の確立及び知名度の向上に取り組む。 

(9) 全漁業者及び漁協は、漁業者又は漁協職員の対面販売による物産展（5回）やインター

ネット直販等により、仙台や首都圏等のバイヤー、全国の消費者との直接的な交流を継

続し、販路回復・拡大に取り組む。 

(10) 全漁業者及び漁協は、平成 31 年 8 月開設予定の陸前高田道の駅での直販方法等を検

討し、魚食普及、魚価向上に取り組む。 

（11）取引価格の低い物、現状では販売できない物の販売方法及び商品開発について、試行

的に取り組む。 

(12) 全漁業者及び漁協は、陸前高田市の夢商店街や県立高田高等学校等と連携した地産地

消への取り組みを行うほか、広田湾海産物の新たな魅力の創造に向け「海のたから探し・

たから創り」にかかる製品販売に取り組む。 

４ 人材の育成、確保 

(1) 漁業後継者及び漁業従事者等担い手人材の確保を図るため、漁業協同組合及び全漁業者

は、陸前高田市漁業就業者育成協議会と連携し、継続して新規就業希望者の受入れと育

成に取り組む。 
(2) 全漁業者及び漁協は、新規就業者の募集情報を漁協ＨＰ等で発信する。新規漁業就業

者総合支援事業を活用し、漁業就業支援フェアへの積極的な参加等により後継者、新規

就業者の確保・育成に取り組む。 

(3）漁協は、高校卒業生等の漁業への新規参入促進及び後継者の就業意識醸成を図るため、

インターンシップを行う。  

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心に漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入

を促進する。 

（2）全漁業者は、漁船の減速走行（1ノット減、出漁時間 30分早出）、積載物整理（燃料積

載8割まで）及び船底清掃などへの取組により燃油削減を図る。 

（3）定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度1ノット減速から２

ノット減速）を実施する。 

（4）定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置３漁場の漁獲物を一括して運搬を試行

する。 

（5）サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の

入手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

（6）全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大してい

る機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必
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要な情報を提供する。 

２ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲの刺突痕による魚価の下

落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを

活用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 

 

５年目（令和５年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の取り組みにより、漁業収入を基準年から2.8％増加させる。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、計画に基づき養殖施設を整備し、漁業生産力の向上を図る。 

２ 資源管理及び漁場改善 

（1） ホタテガイ養殖では、 稚貝や半成貝の県外依存から地元種生産に移行するため、種苗

採集の手法や海域、時期について確定し、本格的に取り組む。 

３ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置網で漁獲した魚種のうち、サバ、マイワシは魚体サイズによる選別出荷を本格導入

する。 

（2）さんま棒受網漁業におけるシャーベット氷の導入は、設備が整っている漁港においては

本格的に実施する。 

（3）かご、刺網漁業者による活魚出荷を継続するとともに、鮮魚扱いのサイズ別箱詰出荷の

対象となる魚種において本格的に実施する。 

（4）カキ養殖では、市場価格の安定化を図るため、需要に応じた殻付きカキの注文出荷を

本格的に行う。 

(5) ワカメ養殖では、塩蔵ワカメの芯抜きをすぐ行わず、芯付きのままで冷蔵保管し、芯

抜き作業の自由度を確保する出荷形態（パイロット）を継続するとともに経営体の増加

に本格的に行う。 

(6) 漁協は、上記取り組みを着実に推進するため、漁業者や乗組員に対して技術講習会や

説明会を実施する。 

(7) エゾイシカゲガイ養殖漁業者は、エゾイシカゲガイの活出荷が他地域に比較して大き

く優位な地位にあることを踏まえ、消費者や仲買人の要望に沿った新たな規格で出荷す

るなど、更なる優位性と差別化を検討する。また、インターネットなどにより県内外に

ＰＲ及び地域団体・GIの商標登録に取り組み知名度の拡大を図る。 

(8) 全漁業者及び漁協は、以上の取り組みを通じて、安全・安心かつ高品質な「広田湾ブ

ランド」の確立及び知名度の向上に取り組む。 

(9) 全漁業者及び漁協は、漁業者又は漁協職員の対面販売による物産展（5回）やインター

ネット直販等により、仙台や首都圏等のバイヤー、全国の消費者との直接的な交流を継

続し、販路回復・拡大に取り組む。 

(10) 全漁業者及び漁協は、平成 31 年 8 月開設予定の陸前高田道の駅での直販方法等を検

討し、魚食普及、魚価向上に取り組む。 
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（11）取引価格の低い物、現状では販売できない物の販売方法及び商品開発について、本格

的に取り組む。 

(12) 全漁業者及び漁協は、陸前高田市の夢商店街や県立高田高等学校等と連携した地産地

消への取り組みを行うほか、広田湾海産物の新たな魅力の創造に向け「海のたから探し・

たから創り」にかかる製品販売に取り組む。 

４ 人材の育成、確保 

（1）漁業後継者及び漁業従事者等担い手人材の確保を図るため、漁業協同組合及び全漁業者

は、陸前高田市漁業就業者育成協議会と連携し、継続して新規就業希望者の受入れと育

成に取り組む。 
(2) 全漁業者及び漁協は、新規就業者の募集情報を漁協ＨＰ等で発信する。また、新規漁業

就業者総合支援事業を活用し、漁業就業支援フェアへの積極的な参加等により後継者、新

規就業者の確保・育成に取り組む。 

(3）漁協は、高校卒業生等の漁業への新規参入促進及び後継者の就業意識醸成を図るため、

インターンシップを行う。 

漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取り組みにより、燃油経費を中心に漁業経費を基準年から0.1％削減する。 

１ 漁業経営基盤の強化 

（1）漁協は、燃油価格高止まりに対応するため、漁業経営セーフティネット構築事業の加入

を促進する。 

（2）全漁業者は、漁船の減速走行（1ノット減、出漁時間 30分早出）、積載物整理（燃料積

載8割まで）及び船底清掃などへの取組により燃油削減を図る。 

（3）定置漁業者は、燃油消費量の削減を図るため、減速航行（現行速度1ノット減速から２

ノット減速）を実施する。 

（4）定置漁業者は、燃油コストの削減するため、定置３漁場の漁獲物を一括して運搬を実施

する。 

（5）サンマ棒受網漁業者は、燃油コストの削減を図るため、僚船との情報交換や市場情報の

入手により、漁場から近距離で魚価の高い水揚港を選定する。 

（6）全漁業者は、燃油コストの削減を図るため、経年劣化が著しく燃油消費量が増大してい

る機関について、省燃費エンジンへの機関換装を推進する。また、漁協は機関換装に必

要な情報を提供する。 

２ 安心安全で高品質な水産物の供給 

（1）定置漁業者は、定置網に入網するキタミズクラゲや大型クラゲの刺突痕による魚価の下

落、除去に要する労働時間の著しい増大や漁網の破網を防止するため、クラゲポンプを

活用して洋上駆除を行う。 

活用する支援

措置等 

・ 漁業経営セーフティネット構築事業 
・ 新規漁業就業者総合支援事業 
・ 漁村女性地域実践活動促進事業 
・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 
・ 浜の活力再生・成長促進交付金 

 

（５）関係機関との連携 

陸前高田市と連携しながら、岩手県及び岩手県漁業協同組合連合会やその他専門機関のアドバイスを受けな

がら実施する。 
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４ 目標  

（１）所得目標  

漁業所得の10％向上 
基準年 基準年漁業所得（１経営体当たり）           千円 

目標年 令和５年度漁業所得（１経営体当たり）       千円 

 

（２）上記の算出方法及びその妥当性  

 

 

 

（３）所得目標以外の成果目標  

  刺網・かご 

ヒラメ 
単価向上 

基準年 平成25-29年度5中3平均 1,069円/kg 

目標年 令和５年度 1,119円/kg 

養殖 

エゾイシカゲガイ 
単価向上 

基準年 平成25-29年度5中3平均 2,458円/kg 

目標年 令和５年度 2,537円/kg 

養殖 

カキ 
単価向上 

基準年 平成25-29年度5中3平均 321円/kg 

目標年 令和５年度 331円/kg 

                               

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

 

 生産者の高齢化や担い手不足により、生産量の大幅な増加が見込めない状況であることから、本プランの

着実な実行により、生産物の付加価値向上を図り、所得向上を目指す。 

基準年は、所得目標と同様に、平成 25年度から平成 29年度の５か年実績のうち最上位と最下位を除く３

年間の平均値とした。 

１ ヒラメ（かご、刺網漁業） 

ヒラメの活魚出荷（単価 2.5％向上）及び販路拡大の取組（単価 2.2％向上）により、4.7％の単価向上

を目指す。 

  （基準年）1,069円/kg×1.047≒1,119円/kg 

２ エゾイシカゲガイ（養殖） 

  需要に応じた形態で出荷する注文出荷（1.0％）や販路拡大の取組（2.2％）により、3.2％の単価向上を

目指す。 

   （基準年）2,458円/kg×1.032≒2,537円/kg 

３ カキ（養殖） 

  需要に応じた形態で出荷する注文出荷（1.0％）や販路拡大の取組（2.2％）により、3.2％の単価向上を

目指す。※単価は殻付き重量あたりの金額 

   （基準年）321円/kg×1.032≒331円/kg 
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５ 関連施策 

 活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 (検討事項) 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

漁業経営セーフティネット構築事業 燃油高騰時の漁業者への影響緩和による漁業経営の安定化 

新規漁業就業者総合支援事業 
意欲ある若者の漁業への新規参入や継続就業への周辺環境整備によ

る担い手確保・育成支援 

漁村女性地域実践活動促進事業 漁協女性部の実践活動支援によるイベント等への参画 

有害生物漁業被害防止総合対策事業 
改良漁具の導入や洋上駆除により、入網個体への刺突痕による魚価下

落の防止と労働の軽減化 

浜の活力再生・成長促進交付金 
必要に応じた浜プランの見直しや施設整備、水産資源の管理・維持増

大など、浜プランの目標達成の支援 

 


